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「公金受取口座登録法」対象給付事務（68事務）①
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「公金受取口座登録法」対象給付事務（68事務） ②
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特定公的給付「子育て世帯生活支援特別給付金」事務フロー

1. 支給要件確認に必要となる「①児童手当等情報 ②税情報」を取得・利用
⇒Ⓐ市町村が保有する児童手当支給情報（対象者・対象児童・登録口座）や住民税情報などを活用

2. 支給判定や支給実施に必要な情報をマイナンバーを利用して管理
⇒Ⓑ R3.1.1（R３年度分住民税の課税基準日）に他市町村に住所を有していた者について、情報連携により、他市町村の住民税情報を取得
⇒Ⓒ市町村が情報を保有していない場合は、申請書の提出を求めることになるが、申請書にマイナンバーを記載することで、添付書類を省略可

概 要

「ひとり親世帯以外分」の主な事務フロー

条件①：「当該市町村が児童手当を支給」かつ「児童扶養手当(ひとり親世帯分の給付金)を支給していない」
条件②：「課税状況（非課税）」 ※1/1時点で当該市町村に居住していることにより把握可能

支給（申請なしのプッシュ型支給）

条件①：把握可能
条件②：把握可能

条件①：把握可能
条件②：把握不可

情報連携（他市町村の住民税情報を取得）

②把握（非課税） ②把握（課税）

条件①：把握不可
条件②：把握不可

対象者が申請書のみを提出（マイナンバー記入）

支 給 ６

○ 子育て世帯生活支援特別給付金を「公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に関する法律」の「特定公的給付」に指定
○ 当該給付金は、「ひとり親世帯分」と「ひとり親世帯以外分」の２つに分類。「ひとり親世帯分」は、主に児童扶養手当受給者が対象となるため、
既存の給付情報を活用することで、プッシュ型支給が可能

○ 一方、「ひとり親世帯以外分」は、様々な支給対象者のケースが想定されるため、支給要件の判定や支給の実施に必要な情報を管理し、他機関に資料
の提出等を求めることにより支給対象者の太宗を特定することで、一部を除きプッシュ型支給が可能

具体的には、

（例：1/2以降の
転入者）

（例：公務員、児童が高校生
のみの世帯）

②把握（非課税）②把握（課税）

児童手当と児童扶養手当の支給状況を整理、対象者を抽出

住民税の課税情報を整理
（非課税であることの確認）

対象外のため不支給
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